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Abstract.  
The risk communication in the PRTR system takes root in the area as a place 
of talks to assume local various risks a topic. In addition, we made use of the 
opinion from a stakeholder in the risk communication to the risk 
management of the company and were able to confirm the trial to connect 
with continuous improvement.we realize a risk of the operation more, and I 
think the future problem of the risk communication to be to tell the 
information to stakeholders. 
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１． 問題意識 

  特定化学物質の環境への排出量の把握等及び

管理の改善の促進に関する法律（以下，化管法

という）における PRTR （Pollutant Release and 

Transfer Register）制度は「人の健康や生態系

に有害なおそれのある化学物質が，事業所から

環境（大気，水，土壌）へ排出される量及び廃

棄物に含まれて事業所外へ移動する量を事業者

が自ら把握，国に届け出をし，国は届出データ

や推計に基づき，排出量・移動量を集計・公表

する制度」（経済産業省，2015）であり，1999

（平成11）年7月に公布された。 

（独）製品評価技術基盤機構(2014)（以下，

NITE という）によれば，届け出事業所は約3万6

千であり，我が国における化学物質の環境への

排出の約61％をカバーし，事業者における化学

物質の自主管理の重要なツールとして機能して

いる。また，PRTR 排出量の集計データは平成13

年度から平成25年度まで13回が公開され，平成

24年度の排出量は平成15 年度に比べ105,000ト

ン（42％）減少し，環境負荷の低減に寄与して

いる。 

それらのデータの公表の仕組みとして，導入

されたリスクコミュニケーション（以下，リス 

コミという）は，化管法の第４条（事業者の責務）

にある「指定化学物質等取扱事業者は，第一種指

定化学物質及び第二種指定化学物質が人の健康を

損なうおそれがあるものであること等(略)を認識

し，かつ，化学物質管理指針に留意して，指定化

学物質等の製造，使用その他の取扱い等に係る管

理を行うとともに，その管理の状況に関する国民

の理解を深めるよう努めなければならない。」との

記載が根拠と言われている。 

 化管法施行当初，関係機関や自治体はリスコミ 

を円滑に推進するため，事業者向けのマニュアル 

を作成しており，（例えば，日本化学会，2002；東 

京都，2003；岐阜県，2010）その普及に努めてい 

る。それらの事例を対象に，リスコミに関する効 

果測定も試みられ，参加した住民に実施前後での 

不安感や満足度の変化を測定した研究もなされて 

いる（松橋，岡崎，竹田，中杉，2002；村山，2006）。 

一方で，化学物質管理に係るリスコミへの市民 

の関心が高まらない，事業者への普及が進まない

等の課題も指摘されていた。（例えば，村山，2004； 

近元，2008；竹田，2009）このような，社会的ニ 

ーズの低下は，化学物質管理分野におけるリスコ 

ミに対する研究者の関心の低下も招き，最近は， 

角田，飯島（2011）による群馬県の取り組みに関 

する事例研究が確認できる程度となっている。 
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そのような状況で発生した3.11東日本大震災に伴 

う1000年に一回と推定される巨大津波と福島第一 

原子力発電所事故による放射性物質の排出は，津 

波警報や避難指示に基づく適切な避難の在り方や 

いわゆる「風評被害」への対応，復興における除 

染などの課題に対して，従来のリスク情報の提供 

やリスコミのあり方に対して様々な問題が指摘さ 

れた。（例えば，科学技術・学術審議会，2013；安 

全・安心科学技術及び社会連携委員会，2014；林, 

難波,上田,島薗,鬼頭，2012；樋口，2012；西澤， 

2015）さらに，食品の安全に関するリスクコミュ 

ニケーションのあり方に関する報告書（食品安全 

委員会，2015），リスクコミュニケーション事例調 

査報告書（科学技術振興機構，2014），風評被害対 

策強化指針（復興庁，2014）等のリスコミのあり 

方やその方向性を示す指針や調査報告がなされ， 

リスコミへの社会的な関心が高まっていった。 

そこでは，再びいくつかのリスコミの解釈が試

みられているが，リスコミを狭義にとらえ，情報

提供や話術のスキルとして論ずるもの（樋口，

2012；下村，2015）から民主主義における意思決

定への住民参加のあり方として，広義な視点に立

つもの（林ら，2012）まで，幅広い解釈が見られ

る。政府関係機関の一つである食品安全委員会

（2015）はリスコミの目的を「「対話・共考・協働」

（engagement）の活動であり，説得ではない。こ

れは，国民が，ものごとの決定に関係者として関

わるという公民権や民主主義の哲学・思想を反映

したものでもある。」と明示するなど，民主主義に

立脚したものとする解釈を示しているが，その具

体策としては「リスクの考え方や正確で科学的な

情報を提供するとともに，リスク評価の結果等を

分かりやすく伝えるリスクコミュニケーションの

担い手としての取組が重要である。」と述べられて

いるものの，国民がものごとの決定に関係者とし

て係ることができる仕組みについては触れられて

いないなど，リスコミの定義にはやや混乱が見ら

れる。 

ここで，指摘したいのは，Leiss(1996)が三つに

区別したリスクコミュニケーションの発展段階と

の類似である。そこではリスコミの第1段階を，リ

スクマネジメント方法を受け入れてもらうための

啓蒙，第2段階は人々を納得させるための広報活動

努力，第3段階はリスクマネジメント方法を一般市

民からの意見に基づいて修正すること，と位置づ

けている。現状を踏まえると，一つの解釈として，

リスコミの定義については各分野の関係者とも共

通した認識を有しているが，そのリスクガバナン

スの仕組みにおいて，国民のリスク管理の意思決

定への係わりの許容の程度が異なるため，

Leiss(1996)のリスコミの段階のいずれかに蓋然

的に分類されると考えることもできる。 

そこで，PRTR 制度に基づくリスクコミュニケー

ションについて他分野との比較に着目して，NITE

が行った調査（NITE，2015）に基づき，改めて検

討したので報告する。 

 

２．調査方法 

２．１調査対象 

平成25年度に PRTR 制度に基づき届出を行った

13123事業所を対象とした。（東日本大震災による

被災地域を除く） 

２．１．１ 調査方法 

郵送にて調査票を郵送し，WEB 上に開設した調

査票か郵送回答か，どちらかで回答している。 

（１）調査期間 

2015（平成27）年１月11日（土）に調査票を郵

送し，回答期限を同年1月30日（金）とした。 

（２）回答した事業所数等 

回答した事業所は13123社中2392社であり，発送

数に対する回収率は17.9%であるが，送付した依頼

状が適切に担当部署に届いたか不明であるため回

収率の評価は行っていない。 

 

３．リスコミの実態 

PRTR 排出事業者が行っているリスコミの実態 

を明らかにするため，関連する設問の回答状況を

以下に示す。 

３．１ 形態 

平成25～26年度にリスコミを実施したと回答し
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た事業所は，2392事業所のうち469であり，約19.6%

であった。ただし，全ての事業所が全項目に回答

していないので，設問によって，回答数は異なっ

ている。 

その形態はFig1に示すとおり，「地域説明会・

対話集会」が206事業所，「工場見学の受け入れ，

科学教室，出前授業など（子供向け）」が202事業 

所，「催し物」が195事業所，「工場見学会（一般 

市民向け）」が161事業所，「設備の更新や新設な

どの工事説明会」が100事業所であり，過去の調査

（NITE，2012）に比べ大きな変化はなかった。実

施頻度は「年1回」が68.3％，「定期的に実施して

いる」が62.5%であり，実施場所は「自社内」が70.4%

であった。 

参加者の属性については，Fig2に示すように回

答のあった256事業所の約70%で「近隣住民」が参

加しており，平均参加者数の総数は157.2人であっ

た。また，「自社社員」が236事業所（平均参加者

数56.3人），「自治体職員」が136事業所（平均参加

者数13.0人）で事業者，行政，住民の三者によっ

て，リスコミが実施されていることが伺われる。 

３．２ 目的 

リスコミの目的については，自由記述で452件の

回答があった。記載内容は，「企業の活動内容を

地域に理解していただく」，「地域住民との相互理

解」，「社会貢献」，「ステークホルダーに事業活動

への理解を深めていただくため」，「ＩＳＯ１４０

０１活動の一部」，「社会貢献」などであった。回

答を構成する言葉を解析すると，「地域」，「住

民」，「理解」がそれぞれ100件を超え，地域住民

を含むステークホルダーの理解を得ることが，事

業者の考えるリスクコミュニケーションの目的で

あることが伺える。加えて，意見や情報の交換や

それを踏まえた業務改善を目的とするとした記述

もあった。 

３．３ プログラム 

371 事業所から回答のあったプログラムの内容

は，「質疑応答・意見交換会」が 243 事業所（平均

所要時間 33.0 分）で最も多く，次いで「会社・事

業所紹介」が 229 事業所（平均所要時間 17.3 分），

「事業所の環境活動報告」が 211 事業所（平均所

要時間 25.2 分），「工場見学」が 210 事業所（平均

所要時間 49.0 分）であった。 

この形態は，過去の調査（NITE，2008；2012）

と傾向は変わらず，PRTR 排出事業者の行っている

リスコミの形態は定型化していると考えられる。 
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３．４ 提供情報と質問の状況 

Fig3は，371事業所が提供した情報の詳細である。

その割合は「廃棄物対策」が45.0％，次いで「温

暖化対策や省エネ対策」42.0％，「排水処理」41.0％，

「地震，災害時の対応」37.2％，「化学物質の管

理に関する法律の遵守状況」34.0％，「化学物質

の排出量」26.1%，「化学物質のリスク」24%であ

り，震災前に比べて，「化学物質の排出量」，「化

学物質のリスク」の説明が減り，「地震，災害時

の対応」，「省エネ」等が増加している状況は変

わらない。 

それに対して，参加者からの質問は，「地震，災

害時の対応」が16.7％，「排水処理」10.0％，「臭

気」8.6％，「化学物質のリスク」と「廃棄物対策」

がともに7.0％であり，震災直後の平成24年度調査

から増加した震災対応に関する質問は多いままで

あり，平成24年度以降は，事業者側の説明したい

ことと住民のニーズが一致した状況になっている。 

３．５ 「化学物質のリスクに関する情報」の説

明状況 

化学物質の排出量やリスクに関する具体的な説

明内容を知るため，具体的内容を自由記述で尋ね

た。しかし，未記載が多く，選択肢では97事業所

が「化学物質の排出量」を説明していると回答し

ているものの，具体的な記載例は，16事業所（371

社中）で確認されたのみであった。 

さらに，「化学物質のリスクに関する情報」の説

明では，89 事業所が説明したと回答し，選択肢か

らは，「取扱物質の毒性など」が 47.2％，「事業所

周辺濃度（モニタリング測定結果）」25.8％，「化

学物質のリスク評価結果」15.7％であったが，そ

の内容の記載によれば，「毒性」，「モニタリング」，

「リスク評価結果」を示す具体的な記載はなく，

リスク評価に関する情報を説明している実態は把

握できなかった。 

 

４．考察 

４．１ 化学物質管理分野におけるリスコミの姿 

Table1 にリスコミの目的において,住民の意見

を取り入れ，自社の改善に役立てると明示的に記

載した 34 社のコメントの一部を示す。 

なお，本コメントは自由記述の中から筆者が選

択し，抜粋したものであり，明らかな誤字や欠落

を修正したものである。化管法の導入に際して，

幾つかのリスコミの手法検討がなされ，海外の事

例が紹介されている。（例えば，日本化学会,1999） 

アメリカのCAP（Community Advisory Panels）

もその一つである。CAPは地域住民（教育者，学生，

農民，中小企業，主婦，高齢者，NGO，聖職者），

行政（首長，議員，緊急時対応者，保健関係者）

からなり，コミュニティの心配事を事業者に伝え，

批判と率直な助言を受ける役割があり，平素から

住民感情に注意しておけば，将来の論争の火種を

最小限にする機能がある，とされている。いわば，

地域の様々なステークホルダーが地域の問題を話

し合う場であり，現在も行われているレスポンシ

ブルケア協議会の地域対話や自治体等が行ってき

たリスコミモデル事業の基本的な形となっている。 

化管法において，リスコミの根拠とされている

のは「その管理の状況に関する国民の理解を深め

るよう努めなければならない」との一文のみであ

り，リスコミを通じて得た地域住民の要望に応え

る義務は事業者にはない。しかし，リスコミの目

的に関する自由回答から，情報共有，対話，信頼

の構築以上に住民からの意見を積極的に聞き，第

三者意見として，事業所のリスク管理の改善に生

かす事業者の姿がある。さらに，ISO14001 等の環

境マネジメントシステムを取得している事業所は，

その環境目標にPRTRデータを設定していることが

伺われ，社内での管理目標に活用していることは

確認できた。さらに，環境目標への設定はその達

成状況の公開につながるため，CSR報告書などで

PRTRデータの公開は一般化しているものと思われ

る。以上のことから，事業者は法令のコンプライ

アンスばかりではなく，地域社会の一員として地

域経済や雇用の担う役割から地域との対話を重視

する我が国の工場の在り方が反映されている。 

このことは，PRTRデータの公開による自主的な

化学物質管理の進捗に資することを期待したリス

コミが地域の環境管理における合議体の一つとし
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て機能している事例の存在を示しており，日本企

業の特質ともいえる「カイゼン」との融合により，

日本型ともいえるリスコミュニケーションを形成

したと考えられる。 

仮説として，リスクの種類で決定されるリスク

ガバナンスの仕組みにおいて，国民のリスク管理

の意思決定への係わりをどこまで許容しているか

により，Leiss(1996)のリスコミの段階のいずれか

に蓋然的に分類されるとした。化管法における

PRTR 制度は，法には規定されていないものの，

ISO14001などの環境管理システムや地域との係り

の経緯などソフトローとも言える仕組みによって，

第3段階である，リスクマネジメント方法を一般市

民からの意見に基づいて修正できる段階に達して

いるということができる。 

 

Table1 A Purpose of Risk Communication 

リスコミの目的における自由記述の例 

・周辺住民の要望などの吸い上げ 

・事業者の視点とは他の見方を取り入れる 

・皆様から戴く貴重な御意見や御指導を真摯に受

けとめ，今後の企業活動に積極的に取り入れる 

 

４．２ 今後の課題 

最後に化学物質管理の観点から，今後の課題に

ついて述べる。調査結果から，回答数の約 20%の

事業所が工場見学等を活用しながら，リスコミを

実施していることが確認でき，化学物質管理に限

定することなく，時宜に応じて，住民の関心が高

い話題が情報提供されていることが確認できた。  

しかし，化学物質管理に関する話題については，

化学物質の排出量やリスクを伝えていると回答し

た事業所はリスコミを実施していると回答した事

業者の約 30%であったが，その内容を確認できた

のは排出量に関しては約 3%程度に過ぎず，リスク

に関して確認できた事例はなかった。このことか

ら，必ずしも「リスク評価」という言葉が，事業

所に正確に理解されているとは言えないことが伺

える。本来，PRTRデータは，その排出量に基づき，

事業所周辺環境のリスク評価を事業者が自ら行い，

周辺住民に伝えることによって，地域の環境管理

に資することを目的としたものである。労働安全

衛生法の改正により，労働環境のリスク評価が義

務付けられる。併せて，周辺環境のリスク評価を

行うとともに，その維持管理にPRTRデータを活用

することを改めて見直してほしいと考えている。 

PRTR排出事業者が実施するリスコミにおいて，

化学物質管理に係る話題以外の質疑が行われるこ

とは，既往研究（例えば，竹田ら(2007)）によっ

て，既に指摘されていることであるが，環境や防

災，経済，雇用，高齢化，教育等様々な地域のリ

スク管理にリスクコミュニケーションの場が活用

されていくことは，今後の社会において不可欠な

ことと考えている。 
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